
（別紙様式）                                                                             （Ａ３判横） 

令 和 ７ 年 度 学 校 自 己 評 価 シ ス テ ム シ ー ト （ 県 立 熊 谷 農 業 高 等 学 校 ）       
 

目 指 す 学 校 像 命を育み 知を磨く学舎づくり（農業各分野の担い手・技術者と、地域を担う人材の育成）       ※学校関係者評価実施日とは、最終回の 

 学校評価懇話会を開催し、学校自己評 

 価を踏まえて評価を受けた日とする。        
達 

成 

度 

Ａ ほぼ達成（８割以上）  

重 点 目 標 

１ 授業や教育活動をとおして学習意欲を向上させ、基礎学力の定着と学力の向上を図る。 
２ 社会人として必要な基本的内容を身に付けさせ、評価される人材を育成する。 
３ 計画的に効果的な指導を行い、生徒の進路希望を実現させる。 
４ 地域と連携した活動を行い、地域から信頼される学校づくりを推進する。 

 Ｂ 概ね達成（６割以上）   出席者 学校関係者     ４名 

      生徒        ９名 

事務局（教職員）  １０名 

 Ｃ 変化の兆し（４割以上）   

 Ｄ 不十分（４割未満）   

   ※ 重点目標は３つ以上の設定も可。重点目標に対応した評価項目（年度達成目標を意味する。）は複数設定可。 

   ※ 番号欄は重点目標の番号と対応させる。評価項目に対応した「具体的方策、方策の評価指標」を設定。 
         

学 校 自 己 評 価  学 校 関 係 者 評 価 

年 度 目 標 令和７年度評価（１月２６日現在）  実施日 令和８年１月２６日 

番号 現状と課題 評価項目 具体的方策 方策の評価指標 評価項目の達成状況 達成度 次年度への課題と改善策  学校関係者からの意見・要望・評価等 

１ 

【現状】 

生徒は真面目な態度で授業に取り組んでお

り、資格取得者数も増加している。 

【課題】 

生徒の主体的な学びを実現するため、ＩＣＴ

の効果的な活用による授業の質の改善や、多様

な学習機会の提供を学校全体で推進する必要が

ある。 

教育力の

向上 

①教科・学科が連携してＩＣＴの活用や教材

開発に取り組み、組織的に授業改善を図る。 

②「収益力のある農業を学ぶ担い手育成プロ

グラム推進事業」でＤＸ化を図り、スマート

農業を推進する。 

③定期考査等で生徒の理解度を把握し、基礎

学力の定着と丁寧なフォローで欠点を回避

させ、学力向上を図る。 

①生徒の授業満足度の割

合。 

②農業科目で、ＩＣＴが

効果的に活用されたか。 

③成績優良者数と欠点取

得者数の増減。 

教育現場のＤＸ化を推進し、授業改善につなげる必要がある。 

①授業に関する調査では、教え方や説明がわかりやすい90.6%、

満足度94.2%、内容理解と成績への結びつき92.3%と、9割以上

の生徒が授業に満足している結果となった。 

②授業で個人用端末（Chromebook）を使用していると回答した

生徒は、53.5％にとどまっている。 

③１、２学期の成績優良者数は延べ143人（昨年度より50人増）、

欠点取得者数は延べ122人（昨年度より39人減）だった。 

Ｂ 

・高い満足度を維持しつつ、

Chromebook活用率を 80%以上

に引き上げ、生徒が主体的に

アウトプットする授業を展

開する。 

 ・生徒の学習意欲が高まっており、入学後も

主体的に学習に取り組んでいる。 

・授業満足度・理解度が共に 9 割を超えてい

る点は、教員の指導力の高さを示す成果とな

った。成績優良者の増加と欠点取得者の減少

という数値にも、学習意欲の向上が明確に表

れている。 

・次年度の課題として、個人用端末の使用頻

度と家庭学習を習慣化へつなげる工夫が重要

である。ＩＣＴ活用を授業内のみならず、自

学自習を支えるツールとして定着させること

が、次年度へのポイントとなる。 

学習意欲

の向上 

①生徒が主体的に学べるよう、ＩＣＴや学習

サポーターを活用した学習機会を増やす。 

②学校農業クラブ活動を計画的に行い、専門

的な知識や技術を高めることで、生徒が自ら

考え実践する力を養う。 

①自学自習に取り組んだ

時間の割合。 

②学校農業クラブ活動に

おける県大会、関東大会、

全国大会への出場者数の

増減。 

自学自習の習慣化を図る取組を進めていく必要がある。

①家庭学習の時間は、毎日30分以上取り組んでいる

12.3%、未実施・試験前のみが87.7%だった。 

②農業クラブは関東大会で意見発表２名、プロジェクト

発表１チームが出場。全国大会で意見発表１名が出場

し、農業鑑定競技では２名が優秀賞を獲得した。 

Ａ 

・農業クラブ活動で培われた

探究心や主体性を自学自習

へと移行させ、家庭学習時間

30 分以上の割合を、30％以上

へ引き上げるための具体的

方策を確立する。 

２ 

【現状】 

組織的な生徒支援により、規範意識を持ち、

基本的生活習慣が身についた生徒が増えた。 

【課題】 

 遅刻や整容指導等においては引き続き組織的

に取り組むとともに、生徒の主体性を高める生

徒指導も必要である。また、多様な生徒に対応

するため、個々の状況に合わせた柔軟な支援体

制の構築が課題である。 

時間厳守と

自己管理の

徹底 

①授業・行事は定刻に開始し、チャイム着席

を徹底する。立哨指導と遅刻カードで遅刻生

徒を把握し、個別指導を行う。 

②ネットトラブル防止やＳＮＳのマナー教

育をとおして、生徒の主体性を育む。 

①遅刻者数の増減。 

②生徒と教員間でスマホ

利用について意見交換を

行い、マナー教育に取り

組めたか。 

学年や学科で偏りのない生徒指導の充実を図る必要がある。 

①遅刻回数は昨年度より２割減となった。一方、遅刻を繰り返

す生徒は変わっていない。 

②スマホ利用について意見交換は行ったが、マナー教育の定着

にはさらなる工夫や改善が必要である。 

Ｂ 

・遅刻を繰り返す生徒への組織的

な個別支援を強化する。スマホ利

用については生徒による自主的

な規範形成を促し、ＴＰＯ（時、

場所、場合）に応じたマナーの定

着を推進する。 

 ・「社会人にとって遅刻は許されない」という職業

教育の視点を継続的に根気強く進めてもらいたい。 

・スマートフォン利用に関する意見交換を実施した

点は前進であるが、マナー定着にはさらに工夫が必

要である。生徒が自律的に学校生活を送ることを期

待する。 

・スクールカウンセラーや特別支援教育コーディネ

ーターとの連携が機能しており、教育相談や授業観

察が効果的に行われており、生徒や保護者の安心感

につながっている。 

・学年と生徒指導部の報告・連絡・相談が円滑に行

われ、組織的な生徒指導体制が整いつつある。 

支援の充実 ①特別支援教育委員会を中心とした組織的

な教育相談を進め、生徒個々に応じた柔軟な

支援を充実させる。 

②生徒情報等は学年・学科で共有し、管理職

へ報告、連絡、相談する組織的な体制で支援

にあたる。 

①ＳＣやコーディネータ

ー等を活用した支援は適

切に実施されたか。 

②組織的な支援体制が機

能したか。 

組織的な実施で支援・指導体制が強化された。 

①ＳＣとの面談で80%が満足。北部地区巡回の特別支援

教育コーディネーターと連携し、教育相談や授業観察な

ど効果的な生徒支援を実施した。 

②学年と生徒指導部の報告・連絡・相談が円滑に行われ、

組織的な取組を進められた。 

Ａ 

・教職員と専門機関が連携

し、生徒のニーズに応じた配

慮を共有し、問題行動の未然

防止に向けた支援体制を整

える。 

３ 

【現状】 

年間計画に基づき、生徒個々の希望に応じた

きめ細かな進路指導を展開している。 

【課題】 

農業への学習意欲は高いが、卒業後の進路に

結びついていない。専門分野への進路意識を高

めるため、進路情報の提供体制の整備や、段階

的な進路計画の策定が必要である。 

進路希望の

実現 

①進路に関する情報収集、分析、準備を生徒

が主体的に行えるよう計画し、保護者にも情

報共有することで進路実現をサポートする。 

②就職支援アドバイザーを活用し、学校全体

で面接指導、論文指導、補講等を実施する。 

①生徒は自身の進路実現

に向けて積極的に情報収

集できたか。 

②第１志望の進路が実現

できたか。 

キャリアパスポートを活用し、個別指導の充実を進める。 

①求人情報のデジタル化を整備し、早期の進学活動や一人二社

制を促した結果、進路決定率は98.1％（12月現在）となった。 

②就職支援アドバイザーと学年が連携し、試験の確認、面接練

習を行った結果、第１希望の決定率が91.3％となった。 

Ａ 

・情報提供体制の構築とアドバイ

ザーとの連携強化により、希望職

種別指導と未決定者フォローを

徹底し、進路決定率100％を目指

す体制を整える。 

・求人情報のデジタル化により、生徒が主体

的に情報収集できる環境が整い、進路決定率

98.1％という高い成果につながった。 

・就職支援アドバイザーと学年が連携し、面

接練習を徹底したことで、第一志望決定率

91.3％という進路実現が図られた。 

・校外農業実習が「進路決定に必要不可欠」

と評価され、地域連携した実習が生徒の職業

観育成に寄与している。実習の充実が進学意

欲の向上につながっているが、今後は就職に

おいても実習経験が直接マッチングにつなが

るよう、さらなる工夫を期待する。 

農業関連分

野への進路

意識の向上 

①「収益力のある農業を学ぶ担い手育成プロ

グラム推進事業」で、農業法人や農業関連団

体による講演・出前授業を実施する。 

②１年生の校外農業実習をきっかけに、３年

間で段階的に生徒の農業関連分野への興

味・関心を高める。 

①農業関連分野への進路

希望者数。 

②生徒、実習先のアンケ

ート結果。 

校外農業実習を充実させ、農業分野の進路意識向上を進める。 

①農業関連大学に進学する生徒は14人（昨年度より９人増）、

農業法人や農業関連団体に就職する生徒は５人（昨年度より４

人減）だった。 

②生徒の96.1％、保護者の98.9％が校外農業実習を充実と回答

し、実習先の95.8％が進路を考える上で必要と評価した。 

Ａ 

・農業系進路希望者の増加を踏ま

え、校外農業実習の振り返りとキ

ャリアパスポートを活用した職

業観の向上が課題である。次年度

は両者を連動させ、進路意識の定

着を図る。 

４ 

 

【現状】 

ＨＰやＳＮＳでの定期的な情報発信に加え、

地域連携や交流事業等も積極的に行っており、

地域から信頼を得ている。 

【課題】 

 本校の魅力を積極的に発信するとともに、生

徒視点での学校ＰＲや、実際に来校してもらう

機会を増やすなど、広報活動の工夫・改善が必

要である。 

 

情報発信と

情報提供 

①ＨＰやInstagram等において、定期的に生

徒視点による本校の魅力を発信する。 

②学校説明会、体験入学、部活動体験等を通

じて、本校のイメージや認知度を拡大するの

に効果的なＰＲを行う。 

①学校情報の発信回数 

②中学生向け行事に参加

した中学生の志願状況。 

HPやSNS、学校説明会で定期的に情報を発信した。 

①HP更新は昨年度より減少したが、Instagramのフォロ

ワーは1,912人に達し、各学科で魅力を発信した。 

②学校説明会３回、体験入学２回、部活動体験３回、個

別相談会１回、上級学校訪問の受入れ４校、中学校での

学校説明会21回実施し、本校のＰＲに努めた。 

Ａ 

・学科と分掌が連携し、教育

活動（授業・行事）の様子を

組織的に定期発信する。 

・施設設備をＰＲし、特色あ

る生徒募集行事を企画・運営

することが課題である。 

・Instagram のフォロワー数が 1,900 名を超え

ている事実は、学校の魅力が学内外へ効果的

に発信されている証拠である。常に新しい情

報を発信し続ける姿勢は、学校の「今」を伝

える上で有効だと感じた。 

・企業との共同開発は、生徒に実践的な学び

の場を提供するだけでなく、学校のイメージ

アップと認知度向上につながっている。 

・オンラインショップ（ＥＣサイト）を通じ

た直接販売が主流になりつつある。販売形態

を授業に取り入れることで、生徒に農業経営

やマーケティング手法を学ぶ機会をぜひ提供

してもらいたい。 

開かれた学

校づくり 

①農業高校の実際を知ってもらうため、授業

公開を増やす。 

②地域イベントや異校種間連携等の交流事

業を積極的に実施することで、生徒の学習意

欲向上に結びつける。 

①中学校関係者・中学生

の授業公開への参加状

況。 

②地域連携が、生徒の学

習意欲向上につながった

か。 

地域交流や異校種連携の工夫・改善の必要がある。 

①授業公開は中学校関係者の参加は確認できなかった

が、中学生は第１回64人、第２回92人だった。 

②地域活動に参加した生徒88.4％が、社会性や学習意欲

の向上に繫がり、教育効果を実感したと回答した。 

Ａ 

・地域連携の成果を生かし、

中学校関係者の参加を促す。

広報と連携強化で開かれた

学校づくりを推進する。 
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